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金融審議会ディスクロージャーWG報告（2022年６月）を踏まえた内閣府令改正の概要

 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告（2022年６月公表）を踏まえて、有価証券報告書に

サステナビリティ情報の「記載欄」を新設するほか、人的資本・多様性やコーポレートガバナンスに関する開示
を拡充。2023年３月期の有価証券報告書から適用（2023年1月31日公布・施行）

• サステナビリティ情報についての「記載欄」を新設し、「ガ
バナンス」、「戦略」、「リスク管理」及び「指標及び目標」
の開示を求める

✓ 「戦略」及び「指標及び目標」については、各企業が重
要性を踏まえて開示を判断

✓人的資本について、「人材育成方針」や「社内環境整
備方針」及び当該方針に関する指標の内容や当該指
標による目標・実績を開示

有
価
証
券
報
告
書
（主
な
項
目
）

第一部 企業情報

第1 企業の概況

⚫ 従業員の状況 等 （充実）

第2 事業の状況

⚫ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題 等

⚫ サステナビリティに関する考え方及び取組
（新設）

⚫ 事業等のリスク

⚫ 経営者による財政状態、経営成績及びｷｬｯ
ｼｭ･ﾌﾛｰの状況の分析 等

第3 設備の状況

第4 提出会社の状況

⚫ コーポレート・ガバナンスの状況（充実）

第5 経理の状況

⚫ 連結財務諸表、財務諸表 等
：

サステナビリティに関する考え方及び取組

• 既存の項目に加えて、「女性管理職比率」、「男性育児休
業取得率」及び「男女間賃金格差」の開示を求める（次頁）

従業員の状況

コーポレート・ガバナンスの状況

• 既存の項目に加えて、「取締役会等の活動状況」などの
開示を求める
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連結グループ

管理職に占める
女性労働者の

割合

男性の育児休業
等取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な

記載欄（※3）
全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

提出会社
（連結グループ）

xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
（※4）・・・・・・

・・・・・・・・・・・

指
標
を
公
表
し
た
連
結
子
会
社
（※

１
）

提出会社及び
連結子会社

管理職に占める
女性労働者の

割合

男性の育児休業
等取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な

記載欄（※3）
全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

提出会社 xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

連結子会社
A

xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・
・
・

「従業員の状況」における多様性に関する指標の記載イメージ

 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告（2022年６月公表）を踏まえて、有価証券報告書
において、多様性に関する指標を追加（2023年３月期の有価証券報告書から適用）

 女性活躍推進法又は育児・介護休業法に基づき、女性管理職比率、男性の育児休業等取得率及び男女間
賃金格差の公表を行う企業は、有価証券報告書においても開示が求められる

従
業
員
の
状
況

任意

（※1）「従業員の状況」に記載しきれない場合は、主要な連結子会社のみを「従業員の状況」に記載し、それ以外を有価証券報告書の「その他の参考情報」に記載することも可能
（※2）女性活躍推進法に基づき雇用管理区分ごと（正規、パート等）の男性の育児休業取得率を公表した場合、有価証券報告書においても雇用管理区分ごとの実績を記載する。また、育児・介護休
業法に基づく指標を公表する場合は、育児休業等、又は育児休業等＋育児目的休暇の、どちらの取得割合であるかを記載
（※3）数値の背景、各社の取組み、目標をより正確に理解できるよう、任意で、より詳細な情報や補足的な情報を記載することも可能
（※4）連結グループで記載する際に、海外子会社を含めた指標を記載するなど女性活躍推進法等と定義が異なる場合には、その指標の定義を記載する

有価証券報告書における多様性に関する指標の記載イメージ
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 2022年度は、2023年１月に改正した「企業内容等の開示に関する内閣府令」を踏まえ、新たに開示が求めら
れる「サステナビリティ情報」に関する開示等を取りまとめ、「記述情報の開示の好事例集2022」として公表
（2023年１月、同年３月最終更新）。

 2023年度版の「記述情報の開示の好事例集」 についても、今後公表予定。

 2019年３月に初めて公表した「記述情報の開示の好事例集」について、投資家・アナリスト及び企業か
らなる勉強会を開催し、その後に公表された有価証券報告書における好事例を公表・更新。

記述情報の開示の好事例集

「記述情報の開示の好事例集」の概要
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【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

●●株式会社 丸井グループ 有価証券報告書（2022年3月期） P11-16

■ 人的資本経営の取り組み

当社グループでは「人の成長＝企業の成長」という理念のもと、継続的な

企業価値向上をめざし、2005年より17年間にわたり企業文化の変革に取り組

んできました。企業文化の変革に向けて、「企業理念」「対話の文化」「働

き方改革」「多様性の推進」「手挙げの文化」「グループ間職種変更異動」

「パフォーマンスとバリューの二軸評価」「Well-being」等の施策を同時進

行で進めてきました。

＜企業文化変革のための取り組み＞

１）企業理念

当社グループの人的資本経営は「人の成長＝企業の成長」という経営理念が

根本となっています。この理念について、働く理由や会社に入って成し遂げ

たいことなどを対話の場を設けて話し合うことで、会社のパーパスと個人の

パーパスのすり合わせを行い、10年以上で4,500名以上の社員が参加しました。

その結果、理念を共有できない人が退職したことで一時的に退職率は上がり

ましたが、その後、退職率（定年退職者を除く）は約３％前後の低水準で定

着しています。また、入社３年以内の離職率は約11％と世の中の平均を大き

く下回る水準で推移しており、会社と個人との「選び選ばれる関係」の基盤

が構築されています。

２）対話の文化

かつての一方通行から、双方向のコミュニケーションを通じた「対話の文

化」が醸成されてきました。「１．安全な場宣言から始める」「２．特に目

的を定めない」「３．結論を求めない」「４．傾聴する」「５．人の発言を

受けて発言する」「６．人の意見を否定しない」「７．間隔を置いて熟成さ

せる」の７つの目安に沿って、会議やミーティングは必ず対話を交えて行わ

れています。

３）働き方改革

働きやすい環境の実現のみならず、仕事の本質を「時間の提供」から「価値

の創出」と考える企業文化の転換をめざしています。社員によるプロジェク

ト活動の結果、2008年３月期には月間11時間だった１人当たり残業時間は、

2022年３月期には約4.5時間まで大幅に減少しました。

４）多様性の推進

2014年から「男女」「年代」「個人」の３つの多様性を掲げ、組織改革を推

進しています。「男女」の多様性については、2014年３月期から女性活躍推

進のプロジェクトをスタートし、「女性イキイキ指数」という独自のＫＰＩ

を掲げて取り組みを進めた結果、2022年３月期には男性社員の育休取得率が

４年連続で100％を達成し、さらに女性の上位職志向も64％まで向上しました。

2022年３月期からは新たに「男性の産休取得」と「男女の性別役割分担の見

直し」を目標に掲げ、より本質的な取り組みにも着手しています。

５）手挙げの文化

10年以上にわたり、社員が自ら手を挙げて参画する「手挙げの文化」づ

くりを進めてきました。手挙げの文化の目的は、社員一人ひとりの自主

性を促し、自律的な組織をつくり、イノベーションを創出する企業にな

ることです。「公認プロジェクト・イニシアティブ」「中期経営推進会

議」など、幅広い手挙げの機会を設け、2022年３月期には、自ら手を挙

げて参画した社員の割合は約８割に達しました。

▪人的資本経営の取組みについて、離職率、
1人当たり残業時間、育休取得率等の定量
的な情報を含めて具体的に記載するととも
に、多様性の推進については、「女性イキイ
キ指数」という独自のKPIを掲げた取組みに
ついても具体的に記載

人材 多様性経営

「サステナビリティ情報」２．「社会（人的資本、多様性 等）」の開示例

女性活躍関連の開示例（記述情報の開示の好事例集2022から抜粋）
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【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

（参考）人的資本に関する指標

●株式会社 丸井グループ 有価証券報告書（2022年3月期） P11-16 

▪非管理職・管理職のそれぞれにおける男女
別の平均給与等、人的資本に関する各種指
標の実績を詳細に記載

人材 多様性

「サステナビリティ情報」２．「社会（人的資本、多様性 等）」の開示例

女性活躍関連の開示例（記述情報の開示の好事例集2022から抜粋）
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• コーポレートガバナンス改革の趣旨に沿った実質的な対応をより一層進展させるため、形式的な体制の整備ではなく、
企業と投資家の建設的な対話の促進や、企業と投資家の自律的な意識改革の促進を主眼とする

• 各コードの改訂時期については、必ずしも従前の見直しサイクルにとらわれることなく、コーポレートガバナンス改革の
実質化という観点から、その進捗状況を踏まえて適時に検討する

コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム 概要①

取締役会

指名
委員会

報酬
委員会

社外

・・・
社外

経営陣

足元の課題

実効性の
高い監督

リスクテイク
を支える

中長期的課題

上場企業

課

題

資本コストを踏
まえた収益性・

成長性

人的資本を含む
サステナビリティ
課題への取組み

独立社外取締役
の機能発揮等

 フォローアップ会議において、コーポレートガバナンス改革の実質化という観点から、今後の取組みに向け
た考え方や具体的な取組み内容について、アクション・プログラムとして取りまとめ（2023年４月26日公表）。

株主以外の
ステークホルダー

適切に協働

１．企業の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けた課題

A） 収益性と成長性を意識した経営

資本コストの的確な把握やそれを踏まえた収益性・成長性を
意識した経営（事業ポートフォリオの見直しや、人的資本や知
的財産への投資・設備投資等、適切なリスクテイクに基づく経
営資源の配分等を含む。）を促進する。

C） 独立社外取締役の機能発揮等

取締役会や指名委員会・報酬委員会等の活動状況に関する
実態調査・公表や、独立社外取締役への啓発活動等を通じ
て、更なる機能発揮を促進する。

具体的な取組み内容

B） サステナビリティを意識した経営

サステナビリティ開示の好事例集の公表等を通じて、サステ
ナビリティ課題への取組みを促進する。
女性役員比率の向上（2030年までに30％以上を目標）等、取
締役会や中核人材の多様性向上に向けて、企業の取組状況
に応じて追加的な施策の検討を進める。
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今後の取組みに向けた考え方
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上
場
企
業

中長期的な視点に立った

建設的な対話

リターン

投資

リターン

投資

情報開示の充実
スチュワードシップ活動の

実質化

運用機関
アセット
オーナー

投資家（株主）

法制度上の
課題等グローバル投資

家との対話促進

議決権助言会社

助言

２．企業と投資家との対話に係る課題

A） スチュワードシップ活動の実質化

スチュワードシップ活動における課題（リソース、インセンティ
ブ、アセットオーナーの体制等）の解決に向けて、運用機関・
アセットオーナー等の取組みを促進する。

B） 対話の基礎となる情報開示の充実

対話状況の開示や、エクスプレインの好事例・不十分な事例
の明示に取り組む。
投資家が必要とする情報を株主総会前に提供する方策や、
投資家との対話の基礎となるよう企業のタイムリーな情報開
示を促進する方策について検討を進める。

C） グローバル投資家との対話促進

グローバル投資家の期待に自律的・積極的に応える企業群
の見える化や、英文開示の更なる拡充を通じて、グローバル
投資家との対話を促進する。

D） 法制度上の課題の解決

大量保有報告制度における「重要提案行為等」「共同保有
者」の範囲・実質株主の透明性・部分買付けに伴う少数株主
保護のあり方について検討を進める。

E） 市場環境上の課題の解決

従属上場会社に関する情報開示・ガバナンスのあり方につい
て検討を進めるとともに、政策保有株式の縮減の進捗をフォ
ローアップし、必要に応じて更なる検討を進める。

具体的な取組み内容

コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム 概要②
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プライム市場上場企業を対象とした女性役員比率に係る数値目標の設定

 政府は、本年6月、「女性版骨太の方針2023」において、女性活躍に関する数値目標等を掲げた。

 東京証券取引所は、本年10月４日、上記政府目標を踏まえ上場規程の改正を行った（10月10日施行）。

政府目標

女性活躍・男女共同参画の
重点方針2023

（女性版骨太の方針2023）
（2023年6月13日）（抄）

①プライム市場上場企業を対象とした女性役員比率に係る数値目標の設定等

令和5年中に、取引所の規則に以下の内容の規定を設けるための取組を進める。
• 2025 年を目途に、女性役員を１名以上選任するよう努める。
• 2030 年までに、女性役員の比率を 30％以上とすることを目指す。
• 上記の目標を達成するための行動計画の策定を推奨する。

Ⅱ 改正概要

１．女性役員の選任

・ プライム市場の上場内国会社における女性役員の選任について、以下のとおり定
めるものとします。

① ２０２５年を目途に、女性役員を１名以上選任するよう努める。

② ２０３０年までに、女性役員の比率を３０％以上とすることを目指す。

③ 上記の目標を達成するための行動計画の策定を推奨する。

※ 上記の女性役員には、取締役、監査役、執行役に加えて、執行役員又はそれに準
じる役職者を含むことができるものとします。

東京証券取引所における上場規程の改正

（出所）すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部「女性活躍・男女共同参画の重点方針2023（女性版骨太の方針2023）」（2023年６月13日公表）及び
株式会社東京証券取引所「女性活躍・男女共同参画の重点方針2023（女性版骨太の方針2023）に係る上場制度の整備等に係る有価証券上場規程等の一部改正について」（2023年10月４日公表）より金融庁作成

女性活躍・男女共同参画の
重点方針 2023

（女性版骨太の方針 2023）
に係る上場制度の整備等

に係る有価証券上場規程等の
一部改正について

（2023年10月4日） （抄）
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